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法人コンサルティング部 

会社法務グループ 

2025年 5月 26日 No.230 

 
ニュース 

5/21(水) 
東京証券取引所「東証上場会社 コーポレート・ガバナンス白書 2025」を公表 

https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jb0-att/um3qrc000001isbf.pdf 

トピックス  

経済産業省「『稼ぐ力』の強化に向けたコーポレートガバナンス研究会 取りまとめ」を

公表 

 経済産業省は 4月 30日、「『稼ぐ力』の強化に向けたコーポレートガバナンス研究会 取りまと

め」（以下、「本取りまとめ」）を公表しました。

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/earning_power/20250430_report.html 

本取りまとめに際しては、「『稼ぐ力』を強化する取締役会 5原則」、「『稼ぐ力』の強化に向けた

コーポレートガバナンスガイダンス」が策定され、「稼ぐ力」、すなわち中長期的な収益性や生産

性の向上を目標として企業経営者が適切なリスクテイクを行い、成長投資を実行する「攻めの経

営判断」を後押しする仕組みの構築や経営陣のとるべき行動等が整理されました。 

現在の複雑化した経営環境において「稼ぐ力」を強化するためには、各企業を取り巻く社会課

題やステークホルダーを考慮しつつ、各々の競争優位性を伴う価値創造ストーリーを作成した上

で、それを確実に実行していくことが必要であり、その実行のためには、取締役会と経営陣が十

分に機能を発揮できるガバナンス体制の構築と、投資家や株主との対話を通じた信頼関係の構築

が重要であるとされています。 

■本取りまとめの概要 

1.「稼ぐ力」の強化に向けたコーポレートガバナンス研究会（CG研究会）の議論の全体像 

2. 「稼ぐ力」を強化する取締役会5原則 

➢ 「稼ぐ力」の強化に向けた企業経営を行う上で、取締役会が踏まえるべき内容と経営陣がとるべき

行動について整理。 

3. 「稼ぐ力」の強化に向けたコーポレートガバナンスガイダンス（「稼ぐ力」のCGガイダンス） 

4. 「稼ぐ力」の強化に向けたコーポレートガバナンスガイダンス 別添 企業事例集 

5. 「稼ぐ力」のCGガイダンスの概要 

➢ 各企業における「稼ぐ力」の強化に向けたコーポレートガバナンスの取組を支援するため、その前

提となる考え方、取組の進め方、検討ポイント・取組例および企業事例を提示。 

6. 会社法の改正に関する報告書（2025年1月17日公表） 

7. 会社法の改正に関する報告書の概要（2025年1月17日公表） 

➢ 価値創造ストーリーを実行するための選択肢の拡大や、企業と株主との意味のあるエンゲージメン

トの促進に資する制度見直しを中心に、会社法改正の方向性について整理。 

8. CG研究会において問題提起があった事項 

➢ 「稼ぐ力」の CG ガイダンスおよび「会社法の改正に関する報告書」に反映した内容以外で、委員

から問題提起があった事項について整理。 

（出所）「『稼ぐ力』の強化に向けたコーポレートガバナンス研究会（CG研究会）の議論の全体」より当社作成 

https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jb0-att/um3qrc000001isbf.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/earning_power/20250430_report.html
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特集 

東京証券取引所「2025年 3月期決算会社の定時株主総会の動向について」を公表 

4 月 25 日、東証は、上場会社の定時株主総会の開催日程等の動向をあらかじめ把握し、株主・投資者

の議決権行使の環境整備を図ることを目的として実施した調査結果として、「2025年 3月期決算会社の定

時株主総会の動向について」を公表しました。 

https://www.jpx.co.jp/news/1021/20250425-01.html 

調査内容は、①本年の開催日等について、②株主総会資料の電子提供の開始予定日の状況、③株主

宛発送書類提供の状況、④英文招集通知の提供状況、⑤議決権の電子行使の状況、⑥バーチャル総会

の開催予定からなり、東証内国上場会社のうち 2025 年 3 月期決算会社 2,242 社（プライム、スタン

ダードおよびグロース市場上場会社）を対象とし、うち 1,764社から回答を得ているものです。 

本稿では上記①～⑥の調査結果概要をお知らせするとともに、株主宛発送書類の状況およびバー

チャル総会の開催状況につき、当社にて上場区分別や規模別に分析した結果についてもご紹介いたし

ます。 

１．調査結果概要 

①本年の開催日等について 

・本年の定時株主総会は、 6月 27日（金）に最も集中する見込み 

・最集中日の集中率は 25.2%と、1983年の集計開始以来、最も低い水準となる見込み 

②株主総会資料の電子提供措置の開始予定日の状況 

・株主総会資料の電子提供措置の開始予定日は、全社（※東証調査への回答会社を指します。以下同

じ）のうち、4週間前までが 22.1%となる見込み 

・特にプライム市場において提供の早期化がみられ、4 週間前までに電子提供措置の開始を予定する

会社が、35.3%と 3分の 1を超える見込み 

③株主宛発送書類提供の状況 

・全社のうち、「アクセス通知のみ」が 8.3%（昨年比+1.1pt）、「アクセス通知とサマリー資料」が

39.2%（昨年比+6.9pt）、「フルセット・デリバリー」が 52.5%（昨年比▲4.6pt）となる見込み 

・プライム市場においては、「アクセス通知のみ」および「アクセス通知とサマリー資料」を合計し

た割合は 6割を超え、「フルセット・デリバリー」から移行する傾向が顕著 

④英文招集通知の提供状況 

・招集通知本文および株主総会参考書類の英訳を提供予定のプライム市場上場会社は、97.2% （昨年

比+3.1pt）となる見込み 

・事業報告および計算書類を含む招集通知のすべての英訳を提供予定のプライム市場上場会社は、 

29.5%（昨年比+1.8pt）となる見込み 

⑤議決権の電子行使の状況 

・機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用するプライム市場上場会社は 97.6%（昨年

比+0.9pt）、スタンダード市場上場会社、グロース市場上場会社においても増加の傾向 

・個人投資家向けにインターネットによる議決行使を可能とする上場会社は 91.0％（昨年比+4.1pt）

で増加見込み 

⑥バーチャル総会の開催予定 

・バーチャル総会の開催を予定している会社は、18.1%となる見込み 

・バーチャル総会を開催予定の会社の大多数がハイブリッド参加型での開催を予定 

https://www.jpx.co.jp/news/1021/20250425-01.html
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２．時価総額別、株主数別等の分析 

当社にて調査結果を時価総額別等で分析した内容を以下ご紹介いたします。なお、文中の表は当社に

て作成したものです。 

（１）電子提供制度に伴う株主宛発送書類の状況 

【表１】は、株主宛発送物の形態を時価

総額別に表したものです。 

時価総額が大きくなるにつれ、「フルセッ

ト」と回答した会社の割合が減少している

ことがみてとれます。また、すべての時価

総額別の会社群で、「フルセット」と回答し

た会社の割合が昨年比で減少し、「サマ

リー」「アクセス通知のみ」と回答した割合

が増加しています。本年 6月総会では、電子

提供制度施行後 3 年目を迎え、「フルセッ

ト」から「サマリー」「アクセス通知のみ」

への移行が進んでいることが窺えます。 

【表２】は、株主宛発送物の形態を 

株主数別に表したものです。 

株主数に応じて傾向に差異がみられ、株

主数が「5 千人以下」、「5 千人超-1 万人」の

会社では「フルセット」が過半数を占めて

いますが、「1 万人超-5 万人」の会社から

「サマリー」および「アクセス通知のみ」

の割合が「フルセット」を逆転し、「5 万人

超‐10万人」の会社では 8割以上、「10万人

超」の会社では 9 割以上という高い割合で

「フルセット」以外の発送形態を選択して

います。 

（２）バーチャル総会の開催予定 

バーチャル総会の開催予定については、バーチャルオンリー型（以下「オンリー型」）、ハイブリッド

出席型（以下「出席型」）、ハイブリッド参加型（以下「参加型」）の各形式について市場区分別、時価

総額別、株主数別に分析しました。 

まず【表３】市場区分別では、グロース

市場は、スタンダート市場よりもバーチャ

ル総会を開催予定とする割合が高く、「オン

リー型」、「出席型」の割合についてはプラ

イム市場と比べても高くなっています。プ

ライム市場においては「参加型」を開催す

る予定の企業が 3割弱となっています。 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1兆円超

5,000億円超-1兆円

1,000億円超-5,000億円

500億円超-1,000億円

100億円超-500億円

100億円以下

合 計

【表１】時価総額別発送形態

フルセット サマリー アクセス通知のみ

2025 
2024 

2025 
2024 

2025 
2024 

2025 
2024 

2025 
2024 

2025 
2024 

2025 
2024 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10万人超

5万人超-10万人

1万人超-5万人

5千人超-1万人

5千人以下

合 計

【表２】株主数別発送形態

フルセット サマリー アクセス通知のみ

0% 10% 20% 30% 40% 50%

プライム市場

スタンダード市場

グロース市場

合 計

【表3】市場区分別バーチャル総会開催予定

オンリー型 出席型 参加型 実施しない

100% 
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次に【表４】時価総額別では、時価総額

が大きいほどバーチャル総会の開催予定の

割合が高くなる傾向が窺えます。開催形式

は、すべての時価総額の会社群で「参加

型」が最も多くなっていますが、特に

「5,000 億円超-1 兆円」の会社では 5 割の会

社が、「1 兆円超」の会社では約 7 割の会社

が「参加型」で開催予定と回答していま

す。 

また【表５】株主数別では、株主数の増

加に応じ、バーチャル総会を開催すると回

答した会社が増加しているのが見てとれま

す。株主数「5 万人超-10 万人」の会社で

は、約 5 割の会社が開催予定と回答してお

り、「10 万人超」では約 8 割となっていま

す。株主数が多い会社では比較的高い割合

で実施を予定していることがわかります。 

【表６】は、昨年のバーチャル総会の開催形式（実施しないと回答した会社を含む）に応じ、本年の

開催予定について、各割合を算出したものとなります。昨年バーチャル総会を開催予定と回答した会社

においては、その多くが引き続き本年もバーチャル総会の開催を予定していることが窺えます。 

昨年「オンリー型」、「出席型」と回答した会社では、本年「参加型」に移行を予定する会社が見られ

たほか、昨年「参加型」と回答した会社では、本年「出席型」に移行を予定する会社も見られました。

その他、アフターコロナ以降リアルでの対話機会を重視してか、本年は「実施しない」とする会社も各

開催形式で見られ、各社が自社にとって適切と考えられる開催形式を検討していることが窺えます。 

【表６】昨年の開催形式に応じた本年の開催予定 

    以 上 

昨年の開催形式 本年の開催予定 社数 割合 

オンリー型 

（9社） 

オンリー型 6社 66.7% 

出席型 0社 ‐ 

参加型 1社 11.1% 

実施しない 2社 22.2% 

出席型 

（13社） 

オンリー型 0社 - 

出席型 9社 69.2% 

参加型 2社 15.4% 

実施しない 2社 15.4% 

参加型 

（268社） 

オンリー型 0社 - 

出席型 4社 1.5% 

参加型 244社 91.0% 

実施しない 20社 7.5% 

実施しない 

（1,198社） 

オンリー型 3社 0.3% 

出席型 0社 - 

参加型 2社 0.2% 

実施しない 1,193社 99.6% 

0% 50% 100%

1兆円超

5,000億円超-1兆円

1,000億円超-5,000億円

500億円超-1,000億円

100億円超-500億円

100億円以下

合 計

【表４】時価総額別バーチャル総会開催予定

オンリー型 出席型 参加型 実施しない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10万人超

5万人超-10万人

1万人超-5万人

5千人超-1万人

5千人以下

合 計

【表５】株主数別バーチャル総会開催予定

オンリー型 出席型 参加型 実施しない


